
都道府県名 市町村名 南城市 自治体コード 47215

国庫補助額
（Ｃ）

コロナ交付金充当

経費（Ｄ）
起債額

（Ｅ）
その他

（Ｆ）

1
疾病予防対策事
業費等補助金

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定
の高齢者等への検査助成事業）
①PCR検査を希望する高齢者等を対象に無償で
PCR検査を実施し、新型コロナウイルス感染者の早
期発見と早期療養に繋げ、地域での感染拡大や重
症化を防止する。
②65歳以上の高齢者及び基礎疾患を有する者

2,040,500 2,040,000 1,020,000 1,020,000 0 0 500 R3.7.20 R4.2.22 PCR検査件数：２４６件
地域での感染拡大防止や重症化の
抑制に寄与した。

生きがい
推進課

2
議会運営感染症
対策事業

①本会議場内の各席へアクリルパネル等を設置す
ることにより新型コロナウイルスの感染症拡大の防
止を図る。
②南城市議会本会議場

223,300 223,300 0 223,300 0 0 0 R3.8.6 R3.9.10
アクリルパネルを本会議場内の議
長席、発言台に各１台、議員席用
(移動式)に３台設置

発言する箇所にアクリルパネルを
設置して飛沫拡散防止を行ったこ
とにより、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止が図れた。

議会事務局

3
南城市文化セン
ター感染症対策
事業

①南城市文化センターにおける文化活動継続のた
め、文化センターの感染症対策を徹底して行い、稼
働日・収入の増加を図る。
②南城市文化センター

7,362,133 7,362,133 0 7,362,133 0 0 0 R3.7.12 R4.3.25

南城市文化センターの手洗い水栓５
７か所を自動水栓化し接触感染の
機会を減らした。
また、サーマルカメラを２台、アクリ
ルパネル５枚を導入し公演において
感染拡大防止を図った。

主催事業、貸館共に制限なく実施
することが可能となり、前年度比
シュガーホール利用率３５％増、
収入１０９％増となった。

まちづくり
推進課

4 － － － － － － － － － － － － － －

5
第2次RPA及び
AI-OCRシステム
構築事業

①定型業務や単純作業など、効率化できる業務につ
いて、AI-OCRやRPAの技術を活用し、業務プロセス
の自動化を行い、働き方改革を推進しながら3密を抑
制（人との接触機会減少など）し、新型コロナウイル
スの感染拡大の防止を図る。
②南城市

2,127,250 2,127,250 0 2,127,250 0 0 0 R3.9.21 R4.2.18
RPA及びAI-OCRプログラ
ムの作成（6業務）

庁内業務の効率化・省力化・自動
化
を図り、業務改革・3密の抑止に寄
与
することができた。

DX推進課

6
生活困窮者生活
支援事業

①新型コロナウイルス感染症等の影響を受け収入
の減少や失業等により生活が困窮した相談者に食
糧等を提供することで、経済的負担や精神的不安を
軽減させる。※現物支給
②生活困窮（相談）者

308,100 308,100 0 308,100 0 0 0 R3.4.1 R4.3.31
生活困窮(相談)者への支援件数：
104件

生活困窮(相談)者へ食料等の
提供体制を確保・構築したことで、
経済的負担や精神的不安を
軽減させることができた。

社会福祉課

7
市内小中学校内
線電話機設置事
業

①コロナ感染防止対策のため保護者等との電話が
増え、各教室から職員室まで移動し連絡をしている。
学校内の内線電話（電話機および電話配線）体制を
整え、教室内からの外部との通信手段を確保する。
また、ソーシャルディスタンスを保ちつつ、速やかな
情報共有を図ることができ、円滑な学校運営が可能
になる。
②小中学校

8,815,620 8,815,620 0 8,815,620 0 0 0 R3.7.8 R3.9.30
内線電話機　129台
LAN配線　一式

職員間及び保護者との連絡体制
の強化により円滑な情報共有が
図られ、感染症対策に寄与した。

教育施設課

8
学校保健特別対
策事業費補助金

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①小中学校の感染症対策の取組、夏季休業期間の
短縮等により研修機会を逸した教職員に対し研修に
必要な経費を支援する取組および児童生徒の学習
保障をするための取組を実施する。
②南城市、教職員

14,597,320 14,597,320 7,298,000 7,299,320 0 0 0 R3.4.2 R4.3.18

児童生徒・教職員等の感染症対策
に必要となる物品の購入、学びの保
障・教育活動を実施するための経費
支援
市負担分　合計7,299,320円（13校）

感染症対策を講じることにより、児
童生徒の安心安全な学習環境を
確保し、教育活動を継続すること
ができた。

教育指導課

9

新型コロナウイ
ルス感染症予防
に係る補助員配
置事業

①新型コロナウイルス感染症予防対策にかかる児
童生徒の安心安全の確保と、教諭の負担軽減を図
るため、市内公立小中学校で行う消毒作業および検
温作業、職員室における事務的業務の補助員を市
内小中学校へ配置する。
②南城市、補助員

4,472,500 4,472,500 0 4,472,500 0 0 0 R3.4.1 R4.3.24
配置校：小中学校１２校
1日２時間以内の活動実施

各小中学校へ消毒作業及び検温
作業等補助員を配置することによ
り、新型コロナウイルス感染症対
策が講じられ、教員の業務負担の
軽減が図られた。

教育指導課

10
教育支援体制整
備事業費交付金

（幼稚園の感染症対策支援）
①公立幼稚園の感染症対策の取組を実施し、児童
の十分な学びを保障する環境整備を促進する。※消
耗品のみが対象
②南城市

1,077,000 1,077,000 538,000 539,000 0 0 0 R3.4.6 R4.2.25

アルコール消毒液、マスク、ペー
パータオル、手袋、ハンドソープ等
の消耗品購入
市負担分　合計539,000円（6園）

各幼稚園にて感染症対策用の消
耗品を購入することで、感染リスク
を最小限にとどめ、園児の教育活
動を安全にかつ継続して学ぶこと
ができる環境を整備することがで
きた。ただし、課題として備品や一
定期間使用できるものが購入でき
なかったため、園が求める物品を
十分に揃えることができなかった。

教育指導課

令和３年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業実績及び効果検証等

沖縄県

Ｎｏ 事業名
①事業概要
②事業の対象（交付対象者、対象施設等）

効果、検証等 担当部署 成果目標
総事業費

（Ａ）

補助対象事業費
（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ） 補助対象

外経費
（Ａ）－（Ｂ）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業実績



国庫補助額
（Ｃ）

コロナ交付金充当

経費（Ｄ）
起債額

（Ｅ）
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（Ｆ）

Ｎｏ 事業名
①事業概要
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総事業費

（Ａ）

補助対象事業費
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（Ａ）－（Ｂ）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業実績

11
幼稚園、小中学
校感染予防対策
事業

①適応指導教室での感染防止のため、アルコール
消毒液、手洗い石鹸液、パーテーション、非接触型
体温計等の配備を行い、児童生徒の安心安全を確
保する。
　また、幼稚園等関係者（職員園児等）に陽性者が
出た場合に、陽性者および濃厚接触者以外の職員
を対象にPCR検査を実施する。
②南城市

947,341 947,341 0 947,341 0 0 0 R3.8.26 R4.3.31

アルコール消毒液、手洗い石鹸液、
パーテーション、非接触型体温計等
の消耗品及び備品を整備

消耗品費　58,321円
備品購入費　889,020円

感染症対策用の消耗品及び備品
を整備することで、現場での感染
予防に対応することができ、安心
して学ぶ体制を整備することがで
きた。

教育指導課

12

市立図書館にお
けるコロナ感染
拡大防止対策事
業

①新型コロナウイルス感染拡大により、「新しい生活
様式」に対応した電子書籍コンテンツ数を増やすこと
で市民サービスの拡大を図る。
②市立図書館

5,000,000 5,000,000 0 5,000,000 0 0 0 R3.7.1 R4.3.31
電子書籍導入件数
1,032件

コロナ禍においても来館せず、貸
し出しができる電子図書館を導入
し、導入書籍を増やすことで、電子
書籍の認知度も高まり、電子書籍
の貸出も増加しており感染症対策
講じられた。

生涯学習課

13

南城市新型コロ
ナウイルス感染
症対策事業者応
援支援金

①新型コロナウイルス感染症拡大により売り上げが
大幅に減少した事業者に対し、支援金を交付する。
②コロナ禍前の2019年から任意の年および月で対
象年および月の比較で売り上げが30％以上減少し
た事業者

89,075,904 89,075,904 0 89,075,904 0 0 0 R3.7.14 R3.11.20

支給実績
100,000円*286事業者
　＝28,600,000円
300,000円*83事業者
　＝24,900,000円
500,000円*71事業者
　＝35,500,000事業者
合計：89,000,000円

売上の落ち込んだ事業者へ支援
を行うことで事業者の経営維持を
図ることができた。

観光商工課

14

コミュニティＦＭ
を活用した飲食
店等応援番組制
作事業

①新型コロナ感染症の影響を受け、売上が落ち込ん
でいる市内飲食店等を応援するため、市コミュニティ
FMラジオ放送局と連携しPR番組等を制作し放送す
る。落ち込みのある集客・売上向上の効果が期待で
きる。
②市コミュニティFM運営委託事業者

2,791,800 2,791,800 0 2,791,800 0 0 0 R3.7.1 R4.3.7 応援飲食店等数　２７店舗

放送前に比べて、客足が増えたこ
と
で売上が落ち込んでいる市内飲
食店
等の活気につながった。

まちづくり推進
課

15
農林水産業継続
支援事業

①新型コロナウイルスの影響で自粛要請等で出荷で
きない農水産物、畜産、花卉など、強い農林水産業
の経営継続に向け、漁業者および農家へ一律
100,000円を補助し、農林水産業者への支援を図る。
②（野菜、果樹、花き、観葉植物、和牛、乳牛、山羊、
豚、鶏、養蜂）農家および漁業者

18,809,996 18,809,996 0 18,809,996 0 0 0 R3.6.30 R4.3.11

野菜、果樹、花き、観葉植物農家
 80戸×100,000＝8,000,000円
畜産農家
 18戸×100,000＝1,800,000円
漁業者 90戸×100,000＝9,000,000
円
切手代 9,996円

新型コロナウイルスの感染拡大の
影響を受けている、漁業者および
農家へ一律100,000円を補助する
ことで事業継続が図られた。

産業振興課

16
南城市農業収入
保険制度支援対
策事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の影響
により販売収入が減少した市内農業者の経営安定
化に資するため、収入保険制度に加入した農業者に
対し掛金の1/2を補助し支援する。
②市内農業者

398,265 398,265 0 398,265 0 0 0 R3.6.30 R4.1.24

15農家:330,140円
１法人:51,386円
に対して、保険料半額補助の実施
消耗品費　16,739円

７農家が保険支給対象となり、収
入減少に対して、補償となったこと
から経営の安定化に資することが
できた。

産業振興課

17
南城市漁業収入
保険制度支援対
策事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の影響
により販売収入が減少した市内漁業者の経営安定
化に資するため、収入保険制度に加入した漁業者に
対し掛金の1/2を補助し支援する。
②市内漁業者

3,721,185 3,721,185 0 3,721,185 0 0 0 R3.6.30 R4.3.16
漁獲共済24件、488,196円
特定養殖共済33件、3,225,584円
（29件新規加入）

将来の収入減に備えた「漁獲共
済」「特定養殖共済」の掛金に補助
金を出したことによって、29件の新
規加入者があった。

産業振興課

18
南城市暮らし応
援商品券交付事
業

①新型コロナウイルス感染防止のための活動自粛
に伴う家計負担や地域経済への影響を鑑み、新たな
生活様式に向けて家計を支援するとともに、地域に
おける消費を喚起し、多くの市民で地元事業者を応
援することにより地域経済の一層の振興を図るため
に商品券を交付する。
②市民

138,733,304 107,858,602 0 107,858,602 0 0 0 R3.11.10 R4.3.28

商品券取扱店舗
　 241事業所
商品券発行額
　227,655,000円
換金総額
　 221,571,0000円
換金率
　97.3%

商品券を発行、交付することで、
市民の家計支援を図り、地域経済
の振興に繋げることができた。

観光商工課

19
市内小中学校自
動水栓等設置工
事

①手洗いなどの感染予防を徹底しているが、手洗
い・うがい時に蛇口に触れるため手に菌が付着する
可能性がある。そのため、手洗いを自動水栓などの
非接触型に切り替えることで、より確実な感染予防
が可能になる。
②市内小中学校（馬天小学校、大里中学校を除く）

22,715,000 22,715,000 0 22,715,000 0 0 0 R3.11.5 R4.1.28
自動水栓　341台
レバー式水栓　953台

自動水栓又�レバー式水栓に切
り替えることで、直接手指で触れ
ずに手洗い・うがいを行えるように
なり、感染リスクが低減され感染
症予防に寄与した。

教育施設課
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20
選挙事務感染防
止対策事業

①投開票所における感染症予防のため、消耗品や
備品を購入して新型コロナウイルスの感染拡大の防
止を図る。
②期日前投票所1カ所、投票所5カ所、開票所1カ所

340,815 340,815 0 340,815 0 0 0 R3.6.11 R4.1.27

期日前投票所1カ所、投票所5カ所、
開票所1カ所において、感染症対策
を実施
・マスク1,500枚、アイバイザー100
個、アルコール消毒液5.4㍑、ペー
パータオル10袋、ペグシル20,000
個、資材を購入し30個のﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ
を制作、工業用扇風機17台を購入

感染症対策を施すことにより、会
場内の事務従事者及び、選挙人
の感染症に対する不安を払拭し、
安心・安全な選挙を執行すること
ができた。

選管・監査
事務局

・投開票所にア
ルコール消毒
（15ℓ）・ペグシル
（20,000本）・飛沫
防止パーテー
ション・換気用扇
風機（17台）を設
置。
・選挙関係者の
不織布マスク
（1,500枚）やアイ
バイザー（100
個）を配布

21
南城市テレワー
ク人材育成事業

①時間や場所に制約のないテレワーク�コロナ禍に
おいて有効な働き方であり今後も市場の拡大が予想
される。テレワーカーの人材育成、テレワークの斡旋
等を実施することにより市民の新たな収入手段の確
保に繋げる。
②南城市民

5,995,000 5,995,000 0 5,995,000 0 0 0 R3.7.9 R4.3.4

募集受付 78名
登録人数 50名
追加登録人数 5名
業務斡旋人数 63名（延べ）
業務請負数 33名（件）

コロナ禍における新たな技術の習
得、収入手段の確保において効果
を得ることができた。

観光商工課
事業期間中の業
務紹介件数10件
以上

22
保育対策総合支
援事業費補助金

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保育所等において、職員が感染対策の徹底を図り
ながら保育を継続的に実施していくことにより、子ど
も・保護者が安心して利用できる。
②市内の認可保育園・認可外保育施設

11,610,000 11,610,000 5,805,000 5,805,000 0 0 0 R3.4.1 R4.3.25

認可保育所等25園、認可外保育施
設2園実施
●感染対策のための消毒液やマス
ク等の消耗品、備品の購入、感染
対策実施に係る職員への手当、委
託費等

感染対策を実施することで、園内
での感染リスクを減少させることが
できた。

子育て支援課

マスクやアル
コール、職員へ
の手当等の費用
を各保育所等の
定員数の限度額
以内で補助（認
可保育園26園、
認可外保育園3
園）

23
子ども・子育て支
援交付金

（放課後児童クラブ等におけるICT化推進事業を除
く）
①地域子ども・子育て支援事業において、感染に対
する強い体制を整え、事業を継続的に提供していく
ため、感染対策の徹底を図る。
②放課後児童クラブ27支援単位、病児保育事業1カ
所

8,530,000 8,530,000 2,843,000 2,844,000 0 2,843,000 0 R3.4.1 R4.3.29

26ヵ所実施（放課後児童クラブ：25
支援単位、病児保育事業所：1ヵ所）
●感染防止対策の為の消毒液、マ
スク、体温計等の購入費、室内消毒
委託費、手当等

感染症対策を徹底するために要
する費用を補助することで感染拡
大を抑止し、放課後の子どもの居
場所を確保できた。子供の居場所
を確保できたことで就労する保護
者への支援にも繋がった。

子育て支援課

マスクやアル
コール、職員へ
の手当等の費用
を各施設（28ヵ
所）の定員数の
限度額以内で補
助

24
子ども・子育て支
援交付金

（放課後児童クラブ等におけるICT化推進事業に限
る）
①新型コロナウイルス感染症対策のため業務のICT
化を推進し、個人でのオンライン研修を行うための必
要な経費を支援する。ポストコロナに向けたデジタル
社会の実現を図る。
②放課後児童クラブ

900,000 900,000 300,000 300,000 0 300,000 0 R3.4.1 R4.3.29
9クラブ実施
●PC機器本体の購入費

オンライン研修等に参加できる環
境が整ったことでコロナ禍であって
も保育の質の担保が図られるとと
もに感染拡大の抑止に繋がった。

子育て支援課

PC機器本体及び
周辺機器の備品
購入費を補助
（19クラブ）

25
保育対策総合支
援事業費補助金

（保育所等業務効率化推進事業（保育所等における
ICT化推進事業））
①新型コロナウイルス感染症対策として保育の周辺
業務や補助業務（保育に関する計画・記録や保護者
との連絡、子どもの登降園管理等の業務）に係るICT
等を活用した業務システムを導入することにより保育
士の業務負担軽減を図る。
②市内の認可保育園

4,380,000 3,285,000 2,190,000 1,095,000 0 0 1,095,000 R3.4.1 R4.3.25

認可保育所等6園実施
●保護者への連絡、お便り帳、登校
園管理機能等を付帯したシステム
の導入費用

業務のICT化により、飛沫感染や
接触感染等のリスクを低下させる
ことができたと同時に、保育士等
の負担軽減が図られた。

子育て支援課

業務のICT化を
行うためのシス
テムの初期導入
費用を補助（認
可保育園6園）

26
就学援助世帯支
援事業

①新型コロナ感染拡大に伴う小中学校臨時休校期
間中の就学援助世帯の負担軽減を図るため、就学
援助受給者に対し休校期間中の給食費相当額を給
付する。
②市内の就学援助世帯

9,763,740 9,763,740 0 9,763,740 0 0 0 R3.4.1 R4.3.10

小中学校の臨時休校期間中の給食
費相当額を給付した。
６月休校分
１,１４９人に支給　２,５７９,８５０円
８・９月休校分
１,２０３人に支給　３,８５５,８４０円
１月休校分
１,２１４人に支給　３,３２８,０５０円

就学援助受給者に対し小中学校
臨時休校期間中の給食費相当額
を給付する事で、就学援助世帯の
負担軽減が図られた。

教育指導課

就学援助受給者
に対し休校期間
中の給食費相当
額（100％）を給
付

27
南城市家庭学習
のための通信機
器整備補助金

①新型コロナ感染拡大に伴う学校の臨時休業等に
対して、児童生徒の学びの環境を確保する必要があ
ることから、家庭学習のための通信機器整備補助金
を交付する。
②市内小中学校に児童生徒が在籍している世帯

1,040,000 1,040,000 0 1,040,000 0 0 0 R3.10.1 R3.3.31
補助金交付実績
76世帯・1,040,000円

家庭学習のためのインターネット
環境整備補助金を交付したことに
より家庭での学習環境整備が促
進された。

教育指導課

申請のあった168
世帯への補助金
支給を行い、家
庭のWi-Fi整備を
推進



国庫補助額
（Ｃ）

コロナ交付金充当

経費（Ｄ）
起債額

（Ｅ）
その他

（Ｆ）

Ｎｏ 事業名
①事業概要
②事業の対象（交付対象者、対象施設等）

効果、検証等 担当部署 成果目標
総事業費

（Ａ）

補助対象事業費
（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ） 補助対象

外経費
（Ａ）－（Ｂ）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業実績

28
公立学校情報機
器整備費補助金

（GIGAスクールサポーター配置支援事業）
①国のGIGAスクール構想による学びの保障を実現
するため、市立小中学校に1人1台の端末を導入して
おり、GIGAスクールサポーターを配置することにより
当該取り組みを加速していく。新型コロナ感染拡大に
よる学校休業時にも1人1台端末を活用した「学びを
止めない」学校現場の対応を支援する。
②市内小中学校 13校

3,190,000 2,871,000 1,595,000 1,276,000 0 0 319,000 R3.6.1 R4.3.31

GIGAスクールサポーター（2人）配置
事業費：3,190,000円
（内訳：文科補助1,595,000円＋新型
コロナ交付金1,276,000円＋市負担
分319,000円）
実施期間：令和3年6月～令和4年3
月
対象校：市内公立小中学校13校

GIGAスクールサポーター2人を配
置したことで、児童生徒の端末活
用を促進することができた。その
結果、オンライン授業や学習など
にも対応することができるように
なった。

教育指導課

市内小中学校13
校へGIGAスクー
ルサポートスタッ
フ2名を巡回さ
せ、GIGAスクー
ル構想の取り組
みを加速させる

29

新型コロナウイ
ルス感染症予防
対策チラシ全世
帯配布事業

①新型コロナウイルス感染症が拡大する中で、大型
連休中の市民の不要不急の外出自粛を促し、市内
の新型コロナ感染症拡大防止を図る。
②全市民等

1,050,060 1,050,060 0 1,050,060 0 0 0 R3.5.1 R3.5.10

全（18,668）世帯及び市内の事業者
へ感染症対策協力依頼のチラシを
配布
　印刷製本費 23,000枚 1枚/7円 ＝
177,100円（税込）
　事務事業委託料 19,840枚 1枚/40
円 ＝872,960円（税込）

南城市全世帯及び市内の事業者
へチラシを配布することにより、大
型連休中の市民の不要不急の外
出自粛を促し、市内の新型コロナ
感染症拡大防止対策を行うことが
できた。

健康増進課
全（18,668）世帯
に配布

30
南城市PCR検査
補助事業

①沖縄県が実施する、新型コロナ感染症PCR希望者
検査促進事業等で対象事業者となっている検査機
関で、PCR検査を受けた市民に対し、PCR検査で支
払った費用の一部を、2,000円を上限として助成する
ことで、経済的な負担を減らす。
また、県外から市に帰省する学生（市内に2親等の親
族がいる学生）で、県が実施する那覇空港PCR検査
プロジェクトで、検査を受けた学生に対し、自己負担
の一部を、5,000円を上限として助成することで、経済
的な負担を減らす。
②全市民等

557,352 557,352 0 557,352 0 0 0 R3.8.1 R4.3.31

２５３人に検査を実施
　（一般市民分）234人分　468,000円
　（帰省学生分）19人分　76,500円
　（通信運搬費）12,852円

市民や帰省学生に検査機関での
PCR検査費用の一部の助成を行
うことで、感染者の抑制と経済的
な負担を軽減することが図られ
た。
年度途中より県民に対し無料での
検査体制になったことから、当初
見込んでいた人数より少なくなっ
た。

健康増進課
285人に検査実
施

31 － － － － － － － － － － － － － －

32

スポーツ・文化
活動派遣に係る
ＰＣＲ検査費補
助

①新型コロナウイルスの影響により、県内及び県外
への大会参加に際し、感染拡大防止を目的としたＰ
ＣＲ検査（事前検査）が必要な状況である。そのた
め、補助対象経費としてのＰＣＲ検査費を入れ込み、
子ども達がより安心・安全に活動できるように補助を
行う。
②南城市スポーツ・文化活動の県内外等派遣に関
する補助金交付要綱に該当する者

102,000 102,000 0 102,000 0 0 0 R3.7.1 R4.3.23

離島にて開催された沖縄県中学校
バスケットボール大会へ出場した団
体に対し、PCR検査費の補助を行っ
た。
17名×3団体＝計51名（102,000円）

PCR経費の支援を行うことにより、
新型コロナウイルス感染症拡大防
止及び子ども達がより安心・安全
に活動できるよう補助を行うことが
できた。

生涯学習課

要綱要件に合致
した申請（182件
以内）に伴い実
施

33
南城市中学3年
生学習支援事業

①対象となる中学3年生について、コロナの影響によ
る臨時休校により授業が十分にできない期間が一定
程度あったことや、緊急事態宣言の延長が続いてい
ることで、先行きの見えない不安がさらに大きくなっ
ていることから、学習の遅れを取り戻すことで不安を
解消し、生徒を応援するため学習塾に通えない生徒
を対象とした無料塾を開講する。
②市内中学3年生

7,123,829 7,123,829 0 7,123,829 0 0 0 R3.11.1 R4.3.15
授業開催数：119 コマ
参加生徒数：46名

無料塾に通った４２名の生徒�全
員
高校に合格した。

生涯学習課
参加生徒47名全
員が高校合格

34
南城市食材料費
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策
の影響により、需要の減少に伴う価格低下及び野菜
類の取引価格が下落し、農家の経営が非常に厳し
い状況となっている中、農家の生産基盤を守り経営
安定につなげる支援をする。
②市内農業者
※沖縄県農業協同組合南城支店、一般社団法人南
城市観光協会が南城市学校給食センターへ野菜を
納品する。

740,888 740,888 0 740,888 0 0 0 R3.9.6 R4.2.10

南城市立幼小中学校の学校給食等
における食材費のうち、南城市で生
産された野菜類の購入に対して、６
品目の地元産野菜1,236kgに対して
補助を行った。

地元産の野菜を学校給食等で活
用したことにより、地産地消や農
家のモチベーション向上につな
がった。

産業振興課
野菜の使用（消
費）量2,000㎏以
上

35
南城市暮らし応
援商品券交付事
業

①新型コロナウイルス感染防止のための活動自粛
に伴う家計負担や地域経済への影響を鑑み、新たな
生活様式に向けて家計を支援するとともに、地域に
おける消費を喚起し、多くの市民で地元事業者を応
援することにより地域経済の一層の振興を図るため
に商品券を交付する。
②市民

100,000,000 100,000,000 0 100,000,000 0 0 0 R3.11.10 R4.3.28

商品券取扱店舗
　 241事業所
商品券発行額
　227,655,000円
換金総額
　 221,571,0000円
換金率
　97.3%

商品券を発行、交付することで、
市民の家計支援を図り、地域経済
の振興に繋げることができた。

観光商工課
商品券の換金率
95％以上

478,540,202 446,251,000 21,589,000 421,519,000 0 3,143,000 1,414,500合計


